
＜平成２８年３月  第１回定例会 一般質問議事録より＞ 

◆１３番（山本みちよ君） 

食品ロスの削減についてお伺いいたします。 

食品ロスとは、御存じのとおり、食べられる状態で破棄される食品のことであ

ります。その現状を世界規模で見ますと、全人類が生きるために十分な量の食

べ物が生産されているにもかかわらず、その３分の１は食卓に届く前に破棄さ

れており、国連食糧農業機関によりますと、その数量は１日に 13億トンとのこ

とであります。そして、発展途上国では、栄養不良によって５歳の誕生日を迎

える前に命を落とす子どもが年間 500万人に上り、９人に１人が栄養不足に陥

っています。 

先進国がこのまま大量消費、大量破棄のライフスタイルを継続することは、今

後の食料事情に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

こうしたことを背景に、食品ロスの削減は、世界的にも大きな課題とされ、昨

年９月に国連で採択されました持続可能な開発目標の中で、「2030年までに世

界全体の１人当たりの食品廃棄の量を半減し、食品ロスの減少を達成する」と

掲げられました。 

日本国内の現状を見ますと、農林水産省の推計では、年間約 1,700万トンの食

品廃棄物のうち、642万トンが食品ロスによるものとされております。この数量

は、国連が食料難に苦しむ国々に援助している総量 320万トンのおよそ２倍に

当たる膨大な量であります。 

そして、その食品ロスの半分は、製造、小売、外食などの食品関連事業者から

排出され、あとの残りの半分は一般家庭からのものであります。 

食品ロスが生じる背景には、必要な量を超えた食品を生産することが当たり前

になっているといった実情がございます。 

農林水産省では、スーパーなどの小売店は棚に並んだ商品が品切れにならない

ように、小まめに卸売やメーカーに注文する。その注文に応えるため、卸売や

メーカーは常に余裕を持って在庫を抱えている。結果として、賞味期限となり

廃棄される食品が非常に多くなってしまい、また外食店からは食べ残しや調理

の過程でつくり過ぎた料理などが捨てられている。さらに、家庭からは食べら



れるのに調理のときに取り除いてしまう過剰除去や食べ残し、冷蔵庫に入れた

まま賞味期限切れとなった食品などが廃棄される傾向にあると分析しておりま

す。 

我が身を振り返ってみても、少し耳の痛い指摘でもあります。 

そうした中、メディアでも報道されました破棄されたはずの食品不正転売事件

をきっかけに、食品ロスに対する関心を持ってもらおうという動きも始まって

おります。 

立川グランドホテルでは、創価大学経済学部の学生の発案で、発展途上国の支

援につながるドギーバッグ、これなんですけれども、「おすそわけＢＯＸ」を

導入しております。 

このドギーバッグとは飲食店などで食べ切れなかった料理を持ち帰るための容

器でございます。 

この「おすそわけＢＯＸ」を導入した立川グランドホテルには、この頭の部分

なんですが、ケニアで暮らす子どもたちが描いた非常にカラフルなこのような

絵がありますけれども、これが張ってある。このような状態で用意をされてお

ります。 

この絵がプリントされているドギーバッグ、これを１個利用しますと、この絵

のデザイン料として、途上国で活動する非政府組織、ＮＧＯなどの協力団体を

通じて、子どもたちに 12円が送られる仕組みになっております。この 12 円は、

途上国の子ども１人の１日分の給食費に当たるとのことであります。 

日本の食品ロスを減らしながら、途上国の子どもたちへの食料支援を行うとい

うまさに一石二鳥とも言える取り組みであります。 

「幸せ・おすそわけプロジェクト」と名づけられましたこの取り組みを広く知

ってもらおうと、昨年の 11月７日、８日、２日間にわたりまして、国営昭和記

念公園で開催されました「たちかわ楽市」におきまして、立川市と学生が協働

で市民へのもったいない意識の啓発活動としてブースを設け、パネル展示を通

して食品ロスの現状を参加者に知ってもらい、食品ロス削減の方法の一つとし

て、ドギーバッグの紹介が行われました。 



このような立川市発食品ロス削減への機運を生かし、今こそ市民一人一人が生

活のあり方についての意識を変え、あわせて広域的な取り組みも進めながら、

大量消費・大量破棄から持続可能な社会へと向かう対策を具体的に進めていく

ときが来たのではないかと、このように考えます。 

そこで伺います。 

この食品ロス削減に向けて、立川市としては、このことをどのように捉えてお

り、また認識をしておられるのか、見解を求めます。 

 

◎市長（清水庄平君） 

まず、食品ロスの削減についてであります。 

2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック東京大会に向け、国が

進める日本食でのおもてなしの一方で、東京都では持続可能な資源利用の推進

の観点から、食品ロスの削減を優先的な課題としております。 

本市では、平成 27年度に策定しました立川市一般廃棄物処理基本計画で、「未

来へつなごうごみをつくらないライフスタイル」を呼びかけ、食品ロス削減に

向け、「幸せ・おすそわけプロジェクト」を立ち上げた大学生と連携して、昨

年実施した、たちかわ楽市で「もったいない」意識の啓発を協働で行ったとこ

ろであります。 

今後も引き続き燃やせるごみ 50％減量を目指すとともに、燃やせるごみの中で

大きな比率を占める食品ロスの発生抑制を周知啓発していき、国や都の動向に

あわせ、食品廃棄削減に取り組んでまいります。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

食品ロスの削減についてであります。 

「にぎわいとやすらぎのまち」を標榜します我が立川市には、立川駅を中心に

大変に多くの外食店があります。立川市として、今できることの一つに、外食

産業関係者に対する働きかけがあると考えます。 



埼玉県の取り組みでは、宴会などで食べ残しを削減しようと、出された料理を

食べ切れるよう、最後の 15分間を食べ切りタイムとして推進、また飲食店に対

しては、御飯の量などを調整する食べ切りメニューの設定をお願いするなどの

対策を進めています。 

一方、各家庭における意識啓発も大きな課題であります。日常的にできること

としては、無駄に買わない、食材を使い切る料理の工夫、外食では食べ切れる

量を注文するといったことを意識に入れてもらうことなどが挙げられます。 

特に賞味期限と消費期限といった期間表示の意味を正しく理解していただくこ

とも必要ではないでしょうか。 

賞味期限とはおいしく食べることのできる期限、また消費期限は安全に食べる

ことができる保証された期限である。このことをいま一度認識していただくこ

とで、食品ロスの削減にもつながるものと考えます。 

そこで伺います。 

立川市では、今後はどのように家庭また外食産業における食品ロス削減への意

識啓発を進めていかれるのか。また、賞味期限と消費期限といった期限表示の

理解推進の必要性や周知の取り組みについてのお考えをお示しください。 

 

◎ごみ減量化担当部長（小澤恒雄君） 

食品ロス削減の理解促進につきましては、一般家庭に対しましては、市の広報

やホームページ、ごみ減量情報紙「西砂からの風」に加え、先般開催いたしま

した「エコクッキング講座」などを通じて食品ロスの現状を伝えるとともに、

誰もが「もったいない」意識を持ち、過剰廃棄や食べ残しなどを少しでも抑制

できるように周知啓発を行ってまいります。 

また、外食産業など事業者に対しましては、訪問指導や調査を行いながら、食

品の製造や調理の段階における食品ロスの実態把握に努めまして、排出事業者

へ協力を求めてまいりたいと考えております。 

 

 



◆１３番（山本みちよ君） 

まず、食品ロスでございます。 

今後は、備蓄品や余剰在庫などといった販売ができない食品を企業などから提

供してもらって、その活用の方策としてフードバンクまた子ども食堂への食材

提供に充てるなど、必要としている施設や団体への無償提供といった仕組みづ

くりも進んでいくものと思います。 

こうしたことも今後視野に入れていただいた対策も考えていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

また、エコクッキングを考えてやられたということで、大変すばらしい取り組

みであると感じます。ぜひともこのエコクッキングのレシピといったものを紹

介するとか、例えばエコクッキングコンテストを企画するとか、ごみ削減に至

った変化などが見える、そうした見える化を市のホームページなどにアップす

るなど、しっかり活用していただいて、立川発の「もったいないプロジェクト」

といったような食品ロスも含めた形での意識啓発、情報発信を進めていただき

たいと考えますが、いかがでしょうか。 

いずれにしましても、まずは消費者の意識が変わることが大変に重要なことだ

と感じております。その意識が変わることで、その先の事業者の考えも変える

ことができると考えます。 

このようなさまざまな手法も取り入れていただきながら、食品ロスへの削減を

進めていっていただきたいと思います。 

そこで伺います。 

今後、この食品ロス削減の対策を進めながら、さらなるごみ減量を行っていく

上で、立川市として重要なことは何かと、今後何が重要になっていくかといっ

たお考えについてお示しください。 

 

 

 



◎ごみ減量化担当部長（小澤恒雄君） 

本市では、「燃やせるごみ 50％減量」を目標に掲げ、さまざまな取り組みを行

ってきた結果、燃やせるごみは約 29％、約１万 3,000トン減量しており、これ

は市民、事業者の御理解と御協力によるものと考えております。 

食品ロスの問題など食品廃棄の現状の見える化を図るとともに、「もったいな

い」意識を発信してまいります。 

さらなる燃やせるごみの減量を継続していくために、ごみの発生抑制と再使用

の２Ｒを推進し、「未来へつなごうごみをつくらないライフスタイル」を呼び

かけるとともに、ライフスタイル・ビジネススタイルの転換を目指し、若年層

や地域へ向けた啓発を行ってまいります 

 

 


